
 

会 議 録 

 

１ 会議の名称：第５回妙高市総合計画審議会 

２ 開催日時：令和元年５月２１日（火） １４時００分から１５時３５分まで 

３ 開催場所：妙高市役所 ３階 ３０３会議室 

４ 出席した者の氏名（敬称略・傍聴者を除く） 

 （委員 １２人） 

吉田昌幸、齋藤光雄、池田和資、中嶋正文、石川文夫、塚田憲章、小栗康雄、児玉久美子、 

小嶋久美子、望月広伸、広島直人、小川夕子 

※欠席：安原義之、山本豊、飯吉悟 

（事務局 ４人） 

葭原企画政策課長、岡田企画政策課長補佐、長谷川政策調整グループ係長、西山主事 

５ 議題・発言の内容（要旨） 

 (1) 会長あいさつ 

【吉田会長】 

ご多用の折、審議会にご出席をいただき、感謝申し上げる。３月に開催した４回目の審議会では、

第３次総合計画の基本理念と重点プロジェクト、施策構成等について議論を進めたところである。

５回目の本日は、昨年度からの策定状況を振り返った後、素案の確認と施策構成について議論して

いく。活発な意見交換をよろしくお願いしたい。 

 (2) 審議 

  ①第３次総合計画の策定状況について 

資料１により事務局から説明。 

＜質疑・意見等＞ 

委 員→ＤＭＯという表現があるが、妙高ツーリズムマネジメントという名称があるので、統一

してもらいたい。地方創生の方針の中で「海外から稼ぐ」というものがあるが、インバウンド

のお客様に対してということか。 

事務局→海外からの外貨を獲得していくという意味合いだと認識している。 

委 員→お客様を迎えるための働き手が大事になる。前回も意見したが、働く外国人が増えてい

る中での住みよいまちづくりという部分で、ウェルカムだけでなく、地域としての受入体制の

整備が大事になる。これから人口減少の中で外国人の働き手も増えていくと予想される。旅行

者だけでなく、外国人が住める環境の整備について具体的に入れ込んでもらいたい。 

事務局→前回の意見を踏まえて施策として位置付けた。具体的な中身は今後さらに検討していき

たい。 

  ②第３次総合計画の素案について 

資料２により事務局から説明。 

＜質疑・意見等＞ 

（第１章について） 

委 員→「持続可能な行政経営」というのは、破たんしないということか。 



 

事務局→行政として続いていくということ。財政的に厳しい状況の中で、今後どうしたらやって

いけるかということを工夫しながら行政経営していくということを、持続可能というフレーズ

で表現したものである。 

委 員→住みよさランキングは何を評価されて県内１位となっているのか。 

事務局→持ち家が多いことや家が広いことなど、住みやすいという部分が非常に高い水準で、他

には、待機児童がいないことや福祉施設の受入数が多いことなども評価に繋がっている。商業

的な面は生活圏域ということで近隣市の指標を用いられる部分があるため、上越市の指標によ

る影響もある。安全安心の面であったり、交通事故が少なかったりという面でも評価されてい

る。一方で経済的には低い順位になっているため、課題だと認識している。 

（第２章について） 

委 員→移住定住の実績は、冬場だけ来ている人数を含むのか。また、将来推計において、今後

増えてくるであろう外国人労働者の人数は含んでいるのか。 

事務局→建設課で補助事業を利用した人数を実績としたものであり、平成 30年度は 136人であっ

た。ペンション等で一時的に住んでいる人は含んでいない。将来推計ではシミュレーションの

中で日本人、外国人を分けているものではないため、合算の数値となっている。今後増えてい

くという認識はしているので、今後取り組みを検討する中でシミュレーションをしていきたい。 

委 員→外国人は冬だけ来ている人が多いため、定住している人とそうでない人を分けて考える

必要がある。 

事務局→市民税務課で外国人登録者数は押さえている。平成 30年 12月 31日現在で 322人の外国

人が住んでいるが、そのうち永住者は 86人となっている。在留資格別で数を押さえているので、

継続的に確認していきたい。転入者の実績はあくまで建設課の事業を使ったかたの人数である。

それ以外のかたもいらっしゃるが、市で人数は抑えられないので分析は難しいため、市で捉え

られる数値を用いて検討していきたい。 

委 員→人口ビジョンで 2060年に 2万人を維持とした根拠は何なのか。 

事務局→社人研推計から50人転入者を増やしていくという仮定を立てると2万人となるというシ

ミュレーションをしたものであるが、2 万人がいないと自治体として成り立たないのかどうか

という分析までは行われていない。できる限り上向きを目指していく中で 50人の流入仮定とい

う数字を導き出したものだが、東京一極集中に歯止めがかかっておらず、現状では入ってくる

人も増えているが出ていく人も増えているため、社人研推計に近い数値で推移している。事務

局としては、引き続き 50人の流入仮定を目標にしていくという考えもあるが、今後具体的に施

策を考えていく中で検討していきたい。 

委 員→将来推計まで市でやる必要はないと思っている。市として持続可能なまちづくりのため

にどれくらいの人数が必要かという議論をしたほうがいい。地域ごとに減少のペースが変わる

部分があるが、そのために何をしたらいいかという検討に繋がる。出生数についても、合計特

殊出生率を上げるためには大胆なことをしていかなければ上がっていかない。出生率を上げる

ことが将来の人口増加のために効果が高いということであれば、その成果の人数を目標に反映

させればいいし、その成果を出すための施策が分かりやすいような計画にしていかなければい

けない。推計をベースにどれくらいを目標にするかという設定は難しいと思うので、検討して



 

もらいたい。 

事務局→数値それぞれに意味合いがあり、説明責任が伴ってくる。十分検討していきたい。 

委 員→行政を維持するためということになると、税収の問題が出てくる。定住してくる外国人

の会社は妙高市にない場合が多く、固定資産税は市に入るが、商売をする中での所得税や法人

税などの税金はほとんど入らないと聞いている。外国人の定住により人口が増えても、税収が

増えなければ意味がない。税金を収めない場合もあると聞いている。人口増にはなるが税収増

が絡んでこないと意味がない。 

事務局→外国人定住者が多くなっている他自治体では固定資産税の徴収に苦労しているというこ

とを聞いているので、当市の税務担当でも対策を検討しているところである。 

（第３章について） 

委 員→理念が非常に大きいので、理念にあわせて５年間でどういうまちにしていくということ

を具体化していくと、読み手としてわかりやすくなるので、今後検討してもらいたい。１節だ

けだと寂しい感じがする。 

委 員→「次代」と「次世代」があるが、使い分けを考えているのか。 

事務局→わかりやすくするよう、表現を統一したい。 

  ③第３次総合計画の施策について 

資料３により事務局から説明。 

＜質疑・意見等＞ 

委 員→行政はタテワリなので所管課が決まってしまうが、連携しながら全体的に見ていかない

といけないので、上手くやってもらいたい。キャッシュレス化はスマホ決裁の促進の話か。 

事務局→ＤＭＯでキャッシュレスの実証実験をしているところであるが、市内の店舗で取り組み

を広めていく動きの中で、ゆくゆくは市内全店舗でキャッシュレスができるような仕組みづく

りを進めていくということである。 

委 員→加盟店を増やしていかないと意味がない。加盟店にとってはカード利率手数料などの問

題がある。システムも国によって違う場合があり、使いづらいものもある。経産省でも進めて

いるので、情報を集めて、加盟店を増やしていく必要がある。ＤＭＯだけでできるものでもな

いし、市だけでやるものでもない。ＤＭＯがやるから市で応援するのではなく、市としても広

める努力をしてほしい。一緒にやらないといけない。 

事務局→観光商工課でも商工会議所などと連携してキャッシュレス化に動き出そうとしている。

ただ問題はあるようなので、整理して、市全体でどう進めていくのかという方向性を出したう

えで連携していく。 

委 員→ＤＭＯで一つの媒体を妙高市の共通媒体として、加盟店すべてが入って、一つのアプリ

で使えるようにしようということで動いていくという話は聞いている。市としてシステムを統

一して、一つだけあれば使えるというほうが当然便利だとは思うが、キャッシュレス化の流れ

で多くの媒体がある中で統一できるのかどうかが問題となると思う。 

委 員→人口減少の話がこれだけ大きくなっていて、よほどのことをやらない限り、５年後に同

じ会議をやったときに同じ話になると思う。計画の構成として、人口のことについて目指すま

ちの姿の中に盛り込んだほうがいいと思う。 



 

委 員→今回加えた移住定住の課題対応の部分は日本人に向けているものだと思う。インバウン

ドが増える中で外国人向けの施策もあってもいい。外国人の移住定住に必要なことは病院など

の生活環境のことであったり、先ほど意見のあった税収対策であったり、多岐に渡るため、対

応を強化するという意味では日本人向けとは全然違うのではないか。移住定住の促進の面でも

外国人向けのＰＲもあっていいのではないか。外貨獲得のための窓口にもなりえるところなの

で、インバウンド向けの移住定住施策があってもいいと思う。 

事務局→外国人向けの移住定住の対応が入り込めていない部分はある。移住定住だけでなく、観

光や就労の部分にもかかわる部分でもある。全施策に対してそういった観点で入れていきたい。 

委 員→外国人の関係の所管は市民税務課になるのか。 

事務局→「多文化共生の推進」という施策の中で、いまほどの意見に直結する部分がある。生活

のルール等では市民税務課が中心となり、支所を通じて外国人とやりとりをしたり、支所が地

域を通じて周知徹底をしたりということになってくる。 

委 員→英語や中国語など、外国語を話せる職員は配置されているのか。 

事務局→そこが問題となるところであるが、タブレットなどを活用しながらやり取りをしている。 

委 員→「妊娠・出産から育児まで切れ目のない支援」の施策の中で、子育て世代包括支援セン

ターと子ども家庭支援センターの区分けを明確にしてもらいたい。違いを明確にすると市民に

分かりやすいと思った。 

委 員→市民に分かりやすくという視点で、カタカナが多いように感じる。無理に横文字を使わ

なくていいのであれば、記載を検討してもらいたい。 

委 員→「多文化共生の推進」を地域づくりに入れてもいいのではないかと感じる。市として外

国人のケアを考えるのであれば、単なる人権意識でなくて、地域づくりの中で住みよい生活環

境づくりをしていくということで位置づけができる。そうなると所管課が建設課だけでいいの

かというところも出てくるが、地域づくりにして力をいれたほうが市としても進めやすいと思

う。 

委 員→子育ての実感として、子どもが大きくなればなるほどお金がかかるというのが実感だと

思う。学習環境の整備の中で位置付けられているが、奨学金や授業料の補助などを市としてさ

らに手厚くしていくと、妙高市で子どもを育ててみようとか、もう一人産んでも心配ないとか

の意欲に繋がってくると思う。妙高市は既に手厚くて、人員の配置も多く、発達障がいなどに

もきめ細やかに対応していて、子育て環境はとてもいいと思うが、都会の子たちに比べて学習

の面で向上心が足りないと感じるし、塾や予備校などの学習環境が弱い面があるため、田舎よ

りも都会で育てたいという部分に繋がってしまうと思う。学力を高めたいお子さんにも対応で

きるような学習環境が選べるチャンスがあればいいと思う。グローバル化に対する教育の中で

の取り組みで、英語のコーディネーターの指導実績が他の学校に還元されるとか、ＡＬＴを増

員するのであれば、集う場に赴いて実際に英語で話して自信を付けるチャンスを作るとか、独

自性をもっと出してもいいと思う。このままでは勉強したけれど話せないというところで止ま

ってしまう。財政的にも厳しい面はあると思うが、いままでの踏襲だけでなくて、プラスアル

ファしていくと、親としては妙高市で学ばせたいと思うのではないか。 

事務局→出生数は近年減少傾向であったが、平成 30年度で激減している現状である。このままで



 

はいけないということで、庁内でワーキングチームを組んで対策を検討することにしている。

これまで力を入れて取り組んできてもこのような現状であるため、大胆な少子化対策を検討し

ていきたい。学力向上の支援では小学校中学校とも全国平均より高いということで成果は上が

ってきているが、より高めるためにどういうことができるのかを検討していきたい。英語教育

についても取り組みを横展開していくため、ＡＬＴの増員を図っている。財政的な問題もある

が、いただいた意見と同じ認識は持っているので、前向きに施策につなげていきたい。 

委 員→「コンパクトなまちづくりの推進」という施策の中で、立地適正化計画にもとづく都市

機能の市街地の中心拠点への誘導や、サービスをワンストップで提供できる都市環境の創出と

ある。具体的にどのようなことを考えているのか。 

事務局→郊外に分散しているまちづくりではなく、コンパクトにしていこうという考えである。

立地適正化計画はコンパクトなまちづくりに加え、公共交通でネットワークをいかに形成して

いくかということを盛り込んだ計画となっている。その計画を策定している最中であるため具

体的なことはお話しできないが、新井駅から新井小学校くらいまでのエリアに病院や公共交通、

教育、商業などの暮らしに必要な機能を誘導していくということ。それとあわせて、機能を誘

導して暮らしやすい環境を作ることによって、その一定のエリアに住んでもらおうというのが

この施策の趣旨である。 

委 員→具体的に何するということはないのか。 

事務局→現時点ではお答えできない。 

 (3) その他 

  事務局より、次回の会議について連絡。 

６ 会議資料の名称 

 ・第５回妙高市総合計画審議会次第 

 ・資 料 １：第３次総合計画の策定状況について 

 ・資 料 ２：第３次総合計画の素案について 

 ・資 料 ３：第３次総合計画の施策構成について 

 

 

上記に相違ないことを確認する。 

令和元年６月３日 

妙高市総合計画審議会      

会 長  吉田 昌幸     

 










































































